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貸 借 対 照 表 

（2021年３月31日現在） 

（単位：百万円） 

科      目 金   額 科      目 金   額 

資   産   の   部 負   債   の   部 

流 動 資 産 65,754 流 動 負 債 52,382 

現 金 及 び 預 金 67 工 事 未 払 金 9,197 

完 成 工 事 未 収 入 金 2,268 リ ー ス 債 務 6 

売 掛 金 433 未 払 金 762 

未 成 工 事 支 出 金 13,358 未 払 法 人 税 等 251 

販 売 用 不 動 産 7,755 未 払 消 費 税 等 1,034 

仕 掛 販 売 用 不 動 産 1,028 未 払 費 用 4,423 

貯 蔵 品 10 未 成 工 事 受 入 金 17,351 

前 渡 金 30 前 受 金 116 

前 払 費 用 912 預 り 金 18,496 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 12,956 完 成 工 事 補 償 引 当 金 637 

関 係 会 社 預 け 金 24,969 工 事 損 失 引 当 金 32 

未 収 入 金 2,008 資 産 除 去 債 務 72 

そ の 他 104   

貸 倒 引 当 金 △149 固 定 負 債 7,853 

  リ ー ス 債 務 29 

固 定 資 産 39,091 受 入 敷 金 保 証 金 113 

有 形 固 定 資 産 18,998 退 職 給 付 引 当 金 7,149 

建 物 5,674 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 114 

構 築 物 28 資 産 除 去 債 務 446 

機 械 及 び 装 置 16   

車 両 運 搬 具 0   

工 具 、 器 具 及 び 備 品 127   

土 地 12,536 負 債 合 計 60,236 

建 設 仮 勘 定 614 純   資   産   の   部 

無 形 固 定 資 産 1,185 株 主 資 本 55,742 

ソ フ ト ウ ェ ア 1,123 資 本 金 13,900 

そ の 他 61 資 本 剰 余 金 14,089 

投 資 そ の 他 の 資 産 18,907 資 本 準 備 金 3,475 

投 資 有 価 証 券 1,272 そ の 他 資 本 剰 余 金 10,614 

関 係 会 社 株 式 7,132 利 益 剰 余 金 27,752 

長 期 貸 付 金 341 そ の 他 利 益 剰 余 金 27,752 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 2,355 別 途 積 立 金 18,000 

長 期 前 払 費 用 178 繰 越 利 益 剰 余 金 9,752 

前 払 年 金 費 用 1,402 評価・換算差額等 △11,133 

敷 金 及 び 保 証 金 2,865 その他有価証券評価差額金 753 

繰 延 税 金 資 産 3,110 土 地 再 評 価 差 額 金 △11,886 

再評価に係る繰延税金資産 2   

そ の 他 307   

貸 倒 引 当 金 △62 純 資 産 合 計 44,609 

資 産 合 計 104,846 負 債 純 資 産 合 計 104,846 
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損 益 計 算 書 

2020年４月１日から 
2021年３月31日まで 

（単位：百万円）
 科 目 金 額 

売 上 高 147,422 

完 成 工 事 高 137,472 

そ の 他 の 売 上 高 9,949 

売 上 原 価 115,750 

完 成 工 事 原 価 107,961 

そ の 他 の 原 価 7,788 

売 上 総 利 益 31,672 

完 成 工 事 総 利 益 29,511 

そ の 他 の 売 上 総 利 益 2,160 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 31,118 

営 業 利 益 553 

営 業 外 収 益 2,114 

受 取 利 息 115 

受 取 配 当 金 1,780 

有 価 証 券 売 却 益 20 

保 険 配 当 金 75 

そ の 他 123 

営 業 外 費 用 90 

支 払 利 息 13 

調 停 和 解 費 用 43 

新型 コロナ ウイルス 感染 症に よ る損 失 22 

そ の 他 11 

経 常 利 益 2,578 

特 別 損 失  239 

固 定 資 産 除 却 損 72 

固 定 資 産 売 却 損 99 

事 務 所 移 転 費 用 67 

税 引 前 当 期 純 利 益 2,339 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 101 

法 人 税 等 調 整 額 101 

当 期 純 利 益 2,136 
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株主資本等変動計算書 

2020年４月１日から 
2021年３月31日まで 

（単位：百万円） 

 

 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

株主資本 
合  計 

資本準備金 そ の 他 
資本剰余金 

資本剰余金 
合   計 

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合   計 

別途積立金 繰越利益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 13,900 3,475 10,614 14,089 18,000 10,784 28,784 56,774 

当 期 変 動 額         

剰 余 金 の 配 当      △2,915 △2,915 △2,915 

当 期 純 利 益      2,136 2,136 2,136 

土 地 再 評 価 差 額 金 
の 取 崩      △252 △252 △252 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 )         

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △1,032 △1,032 △1,032 

当 期 末 残 高 13,900 3,475 10,614 14,089 18,000 9,752 27,752 55,742 

 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純資産合計 
その他有価証 券 
評 価 差 額 金 

土 地 再 評 価 
差 額 金 

評 価 ・ 換 算 
差 額 等 合 計 

当 期 首 残 高 589 △12,139 △11,549 45,224 

当 期 変 動 額        

剰 余 金 の 配 当    △2,915 

当 期 純 利 益    2,136 

土 地 再 評 価 差 額 金 
の 取 崩    △252 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 163 252 416 416 

当 期 変 動 額 合 計 163 252 416 △615 

当 期 末 残 高 753 △11,886 △11,133 44,609 
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個 別 注 記 表 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

⑴ 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

・満期保有目的の債券……………償却原価法（定額法） 

・子会社株式及び関連会社株式 

……………移動平均法による原価法 

・その他有価証券 

市場価格のあるもの…………期末日前１ヶ月の市場価格の平均による時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

市場価格のないもの…………移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

・未成工事支出金…………………個別法による原価法 

・販売用不動産……………………    〃 

・仕掛販売用不動産………………    〃 

・貯蔵品……………………………総平均法による原価法 

なお、収益性が低下したたな卸資産については、帳簿価額を切り下げております。 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産……………………定率法 

（リース資産を除く）    ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法を採用しており、そのうち

展示用建物の耐用年数については、過去の使用期間実績に基

づく合理的耐用年数を採用しております。 

また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産につ

いては、事業年度ごとに一括して３年間で均等償却しており

ます。 

② 無形固定資産……………………定額法 

（リース資産を除く）    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

③ リース資産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。 

⑶ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金………………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 完成工事補償引当金……………引渡物件の補修工事費の支出に備えるため、過年度補修実績

率に基づく見積補修額を計上するとともに、当事業年度末

における今後の定期巡回費用見積額をあわせて計上してお

ります。 

③ 工事損失引当金…………………受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末受注

工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理

的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上
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しております。 

④ 退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

イ．退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業

年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。 

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしております。 

また、過去勤務費用は発生年度に一括処理することとし

ております。 

⑤ 役員退職慰労引当金……………役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

⑷ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分についての成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間の

ものを除く。）については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の

工事については工事完成基準を適用しております。 

⑸ その他計算書類作成のための基本となる事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費

税は、当事業年度の費用として処理しております。 

 

２．表示方法の変更に関する注記 

⑴「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準（企業会計基準第31号 2020年３月31日）に伴う、

「会社計算規則の一部を改正する省令」（令和２年法務省令第45号 2020年８月12日）を当事

業年度から適用し、個別注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。 

 

３．会計上の見積りに関する注記 

⑴ 関係会社株式 

① 当事業年度の計算書類に計上した額 

関係会社株式  7,132百万円 

このうち一部には財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したため減損処理の要否を検討

したものが含まれます。当事業年度において減損処理は行っておりません。 

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法と見積りに用いた主要な仮定 

関係会社は市場動向、環境変化による影響を予測し、諸施策の効果を合理的に見積った将来事

業計画を策定しております。当社は財政状態の悪化により実質価額が著しく低下した関係会社

の直近の財政状態と将来事業計画の合理性を検証のうえ、当該関係会社株式の減損処理の要否

を判断しております。 

なお、将来事業計画については、将来の不確実な経済状況の変動によって影響を受ける可能性

があります。 
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４．貸借対照表に関する注記 

⑴ 担保に供されている資産 

敷金及び保証金 1,327百万円 

宅地建物取引業法に基づく営業保証金及び住宅瑕疵担保履行法に基づく住宅建設瑕疵担保保証

金として、東京法務局に供託しております。 

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 19,744百万円 

⑶ 保証債務 

当社住宅購入者の金融機関からの借入に対する債務保証 4百万円 

⑷ 関係会社に対する金銭債権及び債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権 682百万円 

長期金銭債権 629百万円 

短期金銭債務 21,534百万円 

長期金銭債務 55百万円 

⑸ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土

地の再評価を行い、「土地再評価差額金」を純資産の部に計上しております。 

なお、当事業年度末において、売却の方針が決定している土地の再評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金資産」として資産の部に計上し、同額を純資産の部の「土地再評価

差額金」に加算しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第５号に

定める不動産鑑定士または不動産鑑定士補による鑑定評価に基づき算出する方法によっており

ます。 

再評価を行った年月日 2002年３月31日 

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

 △1,727百万円 

 

５．損益計算書に関する注記 

⑴ 関係会社との取引高 

 売上高 2,131百万円 

 仕入高 33,973百万円 

 販売費及び一般管理費 2,095百万円 

 営業取引以外の取引高 2,256百万円 

 （うち受取配当金）  （1,772百万円） 

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

⑴ 当事業年度の末日における発行済株式の数 

  普通株式  66,262,908株 

⑵ 剰余金の配当に関する事項 

① 当事業年度中に行った剰余金の配当 

 決議 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

の配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2020年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 

利益 

剰余金 
2,915 44 2020年３月31日 2020年６月26日 
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② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

付議 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

の配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2021年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 

利益 

剰余金 
927 14 2021年３月31日 2021年６月28日 

 

７．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 退職給付引当金 2,189百万円  

 未払賞与 622百万円  

 繰越欠損金 

関係会社株式評価損 

326百万円 

313百万円 

 

 完成工事補償引当金 195百万円  

 資産除去債務 158百万円  

 販売用不動産評価損 127百万円  

 その他 712百万円  

 繰延税金資産小計 4,645百万円  

 評価性引当額 △ 737百万円  

 繰延税金資産計 3,907百万円  

繰延税金負債 前払年金費用 

その他有価証券評価差額金 

△ 429百万円 

△ 332百万円 

 

 有形固定資産（除去費用） △  34百万円  

 たな卸資産配賦経費   △  0百万円  

 繰延税金負債計  △ 796百万円  

 繰延税金資産の純額 3,110百万円  

 

８．金融商品に関する注記  

⑴ 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社の金融商品に対する取組方針として、資金運用は、安全性・流動性の高い金融商品及び短

期的な預金等に限定しております。また、親会社である三井不動産株式会社がグループ各社に

提供する関係会社預り金制度があり、運用時の有利性を比較検討のうえ、利用しております。 

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である完成工事未収入金は、取引先の信用リスクにさらされておりますが、取引先ご

との期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握しておりま

す。 

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式を主としたその他有価証券であり、市場価

格の変動リスクにさらされておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しており

ます。 

関係会社短期貸付金及び関係会社長期貸付金は、子会社及び関連会社への営業資金の貸付であ

り、会社の信用リスクにさらされておりますが、期日管理及び残高管理を行うとともに、財務

状況等を常に確認し融資内容の妥当性及び回収可能性の検証に努めております。 

関係会社預け金は、親会社である三井不動産株式会社がグループ各社に提供している関係会社

預り金制度による資金運用であります。 

営業債務である工事未払金は、その全てが１年以内の支払期日であります。 

預り金は、主にお客様からの預り金とキャッシュマネジメントシステム（ＣＭＳ）による子会
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社及び関連会社からの預り金であります。 

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異

なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

⑵ 金融商品の時価等に関する事項 

2021年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

（単位：百万円） 

 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

① 現金及び預金 67 67 － 

② 完成工事未収入金 2,268 2,268 － 

③ 投資有価証券    

  その他有価証券 1,207 1,207 － 

④ 関係会社短期貸付金及び 

  関係会社長期貸付金 
15,311 15,311 － 

⑤ 関係会社預け金 24,969 24,969 － 

 資産計 43,824 43,824 － 

① 工事未払金 9,197 9,197 － 

② 預り金 18,496 18,496 － 

 負債計 27,693 27,693 － 

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資 産 

① 現金及び預金、及び② 完成工事未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

③ 投資有価証券 

時価について、株式及び債券は取引所の価格によっております。 

④ 関係会社短期貸付金及び関係会社長期貸付金 

これらは変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿

価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

⑤ 関係会社預け金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

負 債 

① 工事未払金、及び② 預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

２．非上場株式（貸借対照表計上額65百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難であると認められ

ることから、「③投資有価証券」には含めておりません。 

３．関係会社株式（貸借対照表計上額7,132百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難であると認

められることから、記載しておりません。 



- 9 - 
 

４．敷金及び保証金（貸借対照表計上額2,865百万円）並びに受入敷金保証金（貸借対照表計

上額113百万円）については、返還期日が未定のため将来キャッシュ・フローを見積るこ

となどができず、時価を把握することが極めて困難であると認められることから、記載

しておりません。 

 

９．関連当事者との取引に関する注記 

⑴ 子会社及び関連会社等 

種 類 会社等の名称 

議決権等 

の 所 有 

(被所有) 

割 合 

関 連 当 事 者 と の 関 係 

取引の内容 
取引金額 

(百万円) 
科 目 

期末残高 

(百万円) 

役員の兼任 等 

事業上の関係 当社

役員 

当 社 

従業員 

子 会 社 
三井ホームコン

ポ ー ネ ン ト ㈱ 

所有 

直接 

100％ 

有 有 
当社へ住宅部

資材を供給 

住宅部資材の

仕入 
23,851 工事未払金 2,008 

子 会 社 
三井ホームエン

ジニアリング㈱ 

所有 

直接 

100％ 

有 有 
当社から住宅

工事等を受注 

住宅工事等の

発注 
6,861 工事未払金 847 

（注）１．取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

いずれの会社との取引も、市場価格等を勘案し、個別に見積りを取り付け、一般的取引

条件と同様に決定しております。 

 

10．１株当たり情報に関する注記 

⑴ １株当たり純資産額 673円22銭 

⑵ １株当たり当期純利益     32円24銭 

 

11．重要な後発事象に関する注記 

 該当する事項はありません。 

 

 

 

以 上 


